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( 1 )はじめに
貴洋*
本稿の目的は，インドネシアにおける地域問所得格差について分析するものであ
る。 1970年代後半から1990年代半ばにおける東南アジア各国の経済成長は日を見張
るものがあり，インドネシアにおいてもこのことは例外ではなしミ。高度経済成長が
国民所得を押し上げる要因となり，同国の所得は著しく上昇している O しかし所
得の改善で，国民生活を巡るすべての問題が解決に向かっているわけではなしミ。い
まだに， I富裕層」対「貧困層J，ならびに， I開発の進んだ西部インドネシア」対
「開発の遅れた東部インドネシア」という構図のもと，種々の経済的・社会的格差
が存在している O このことはインドネシアに限らず多くの開発途上国で見られる現
象であるが，同国においては経済的・社会的格差が国家を揺るがしかねない混乱を
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引き起こす 1つの要因となっていることは周知の事実である O
インドネシアにおける経済格差問題，特に地域間格差についての研究は，他のア
ジア諸国と同様に比較的遅れたものであるが，近年ではいくつかの研究がなされて
いる O しかし従来の研究は地理的な区分に基づいて行われたものであり，このよう
な区分は，実際には特徴が相当異なる地域を一つのグループにしてしまう。このこ
とは非常に有益な結果をもたらしているものの，経済的特徴という点からは残念な
ことである。
本稿では，まず Barro& Sala-i-Martin (1995)の実証分析を参考にインドネシア
の地域間格差の現状について分析を行い，その後，地域間格差を明確にするため，
「経済構造の類似性jに基づいて地域を区分し，地域の特徴ならびに地域間格差の
推移について考察を行っていく。
( 2 )地域分析の必要性
本稿ではインドネシアを分析の対象とした。同国は1997年にアジアを襲った経済
危機の影響を強く受けたために，この数年間は経済成長率がマイナスに転じてはい
たが，趨勢的には経済成長は著しいものであった。しかし，一回全体としての高い
経済成長率にもかかわらず，高い成長率は一部の地域に偏っていて，このことが周
囲の政治・経済・社会のさまざまな側面に不安定要因を生み出していることが指摘
されている。たとえば，ジャワ・スマトラ両島では，海外からの直接投資による企
業進出や援助等も活発であり，それに伴って社会資本も主要都市部を中心に充実し
つづけている。このような主要都市部への工業・技術等の集積は，インドネシアが
「豊かJになるために好ましい影響を及ぼしてきた。その一方で，その他の地域に
おける発展は，主要都市部とその隣接地域に比べてかなり遅れていることは明らか
である。このような観点から，経済発展の研究をすすめるうえで，所得の地域間格
差の分析は避けて通ることができない。しかし，多くの研究者の関心を集めてきた
にもかかわらず，地域間格差の変動構造はもちろん，変動の方向性も未だ十分には
解明されてはいないといっても過言ではない。近年，発展途上国においても統計資
料が整備されてきており，インドネシアもその例外ではない。しかも，州別の統計
資料もかなり容易に入手できるようになった。そのため，地域間格差の要因を分析
することが可能とはなってきたが，資料上の制約は厳しく，地理的区分ないし行政
区画別に州をまとめて分析を行わざるをえないのが現状であるO
以下での分析の必要上，通常の分析に用いられる地域区分とそれに属する州名を
表2-1にあげている。表2-1に見られる区分は，地理的なものであるため理解
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表 2-1 インドネシアの行政区分
1995年 1995年 1995年 地理的区分
ナト| 名 l人あたり GRDPl人あたり GRDP 一一一一一一一一 T 一一一一一一一一寸一
(石油関連込み) (石油関連抜き)
1 アチェ 2，930，482 1.508，082 
2 jヒスマトラ 1.960，536 1.919，987 
3 西スマトラ 1，641，689 1，641，689 
4 リアウ 4，866，581 1，868，470 
5 ジャンピ 1，231，850 1，200，286 
6 南スマトラ 1，752，147 1.488.395 
7 ベンクル 1，157，393 1.157.393 
8 ランプン 967，919 967.919 
9 ジャカルタ特別州 6.686.735 6.686.735 
10 西ジャワ 1，604，432 1.534.159 
11 中央ジャワ 1，317.134 1.249.838 
12 ジョグジャカルタ特別州 1.625.415 1.625，415 
13 東ジャワ 1.689，486 1，688，912 
14 バリ 2.283，896 2.283，896 
15 商ヌサトゥンガラ 814，649 814，649 
16 東ヌサトゥンガラ 695，585 695，585 
17 東ティモール 743.138 743.138 
18 西カリマンタン 1，678，567 1.678，567 
19 中央カリマンタン 2，236.703 2.236，703 
20 南カリマンタン 1，887，357 1.876，770 
21 東カリマンタン 8，058，320 4，304，807 
22 ~~スラウェシ 1.241，561 1，241.561 
23 中央スラウェシ 1.062，046 1，062，046 
24 南スラウェシ 1.162，880 1，162.880 
25 東南スラウェシ 938，086 938.086 
26 マルク 1.343，478 1，336.624 
27 イリアンジャヤ 3，222，294 3，091，159 
単位) 1人あたり GRDP…ルピア 1993年価格表示
人口"'1000人
人口 (1) (2) 
3，847.6 
11，114.7 
4，323.2 
3，900.5 
スマトラ スマトラ
2，370.0 
7，207.5 
西
1，409.1 
6.657.8 
音日
9.112.6 
39，206.8 
29.653.3 ジャワ
ジャワ+ノtリ
2，916.8 
33.844.0 
2.895.6 
3.645.7 ノtリ+
3.57.5 ヌサトゥンガラ ヌサトウンガラ
839.7 
3，635.7 
1，627目4
カリマンタン カリマンタン
2，893目5 東
2，314.2 
2，649.1 吉日
1.938.1 
スラウェシ スラウェシ
7，558.4 
1.586.9 
2.086.5 マルク+ マルク+
1.942.6 イリアンジャヤ イリアンジャヤ
注)パリはヌサトゥンガラに含んで分析を行う場合と，ジャワに含んで分析を行う場合が
ある O
(出典)Badan Pusat Statistik“STATISTIK INDONESIA" 
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しやすいが，同一地域区分内でもかなりの経済的格差が存在していることについて
は知ることができない。例えば，従来のインドネシアにおける地域経済分析は，
IBB (インドネシア西部地域)と IBT(インドネシア東部地域)の二大地帯区分に
基づく方法，ジャワ島とその他の二地域に区分する方法，スマトラ・ジャワ・カリ
マンタン等の島興区分に基づく方法，そして州単位の行政区分に基づく方法で行わ
れてきた。しかし地理的区分に基づいた分析では，以下の状態が示されるにすぎ
ない。インドネシアでは一般的に西部地域を先進地帯，東部地域を後進地帯とみな
されている O ところが， 1995年の 1人あたり実質 GRDP(Gross Regional 
Domestic Products :州内総生産)の下位10州中，西部地域であるスマトラ島の州
が3つ(ランプン…23位，ベンクル…21位，ジャンピ…19位)入る。そして，上位
5ナトi中4州(東カリマンタン… 1位， リアウ… 3位，イリアンジャヤ… 4位，アチ
ェ… 5位)は石油等の地下資源産出地域であり， 1人あたり実質 GRDPが高いは
ずのジャカルタ特別州でさえ 2位となってしまう。
そこで当該地域住民の生活水準をよりよく反映させるために，石油関連所得を含
まない GRDPを用いて比較を行うと， GRDPが下位の州ではほとんど序列に変化
が現れず，上位5州ではジャカルタ特別州が1位となり，以下束カリマンタン，イ
リアンジャヤ，パリ，中央カリマンタンと続き，東部地域の州が3州入ってくる。
また全国平均 (RP1，807，948) より GRDPが上回る 8州の内訳は東部地域および西
部地域が各々 4州づつであり，後述のように石油収入の大半が中央政府の収入とな
ることを考えると西部地域が先進地域であると説明するのには無理がある。すなわ
ち，インドネシアにおける地域分析においては，地理的区分による方法では経済の
実情をうまく反映できない恐れがある O そこで本稿では， i経済構造の類似性」に
基づいて地域を区分することとし，インドネシア経済における 1人あたり GRDP
の成長パターンをクラスタ化し，その前提の下でグループ分析を行うことにより，
地域の特徴ならびに地域間格差がどのような推移をしているのかを考察しようとす
るものである。
( 3 )地域間格差のアプローチ
所得の地域間格差についての実証研究は多いが，近年注目されている研究では，
以下の 3種のいずれかの基準がその国に妥当するかを検討することからはじめる場
合が多い C
Z σ収数…地域間の変動係数が時間の経過とともに低下する場合，成立する
ことになる。
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② p収数…貧困の状態にある経済が裕福な経済よりも速く成長するために，
1人当たり所得あるいは産出量水準が裕福な経済に追いつく傾向がある場
合，収束性が成立するという o (平均への回帰)
主政策的効果を重視して説明する O
本節では，①と玄の基準を適用し，インドネシアにおける地域間格差がいずれの
パターンを示しているのかについて検討を行うこととする。なお，本稿においては，
期間を1983-1996年に限定する。なぜなら， 1983年以前のデータは時系列的に不規
則な動きが大きいために因果関係についての入念な事前チェックが必要であり，今
後の作業にまつことにしたい。なお， 1997年以降のデータは未入手のため.これも
今後の作業にゆだねる O 今回の分析では実質価格データを用いた。分析対象期間の
うち1983-1992年については1983年基準価格データ， 1993 -1996年については1993
年基準価格データを使用した。そこでこれら 2つの期間を接続させるために GDP
デフレータや数々の物価関連資料を用い修整する必要があるが，鈴木(1999)で
193年の名目 GDPが従来の数字に比べ9.2%もジャンブ・アップさせられるという
手荒い扱いを受けている。」と指摘しているように， 1992 -93年におけるデータの
接続については十分なチェックが必要で、ある。しかし，今回の分析においては修整
を施すに適当なデータを得ることができなかったこともあるが， 1993年成長率を除
いたデータで、同様の分析を行ったところ，大きな変動がなかったため今回の分析に
は問題はないと考え，これらを考慮した上で元のデータのままで分析を行うことと
した。
前節でも説明したとおり，インドネシアにおける所得格差を分析するうえで問題
になるのは石油生産の取り扱いである O 石油生産は，雇用面では地域の経済活動に
貢献するが，石油の販売による収益の大部分は中央政府に帰属し，生産を行ってい
る地域にはあまり還元されない。この状況をより正確に把握するには，分配面ない
し支出面からみた州別統計が必要になるが，インドネシアでは現在のところこの種
の統計は発表されていない。また石油資源収入による所得増加は，地域間所得格差
問題を本質的には解決することにならないし，地域経済の自立した工業化に対する
阻害要因ともなりかねない。そこで以下の分析では，石油生産を含む GRDPと石
油生産を含まない GRDPの両者について分析することにする。
まず σ収般の発生について分析を行う。変動係数は，地域格差の指標として最
も多く利用されている方法の 1つであり，ある期間において地域聞の 1人あたり
GRDPが縮小したかどうかを検証する方法の 1つである。各地域の 1人あたり
GRDPの変動係数が時間とともに下がれば地域間格差が縮小したことになり，逆に
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(出典)Badan Pusat Statistik，“STATISTIK INDONESIA" 
図3-1 変動係数
上がれば格差が拡大したことになる O こうした変動係数の低下減少のことを σ収
散と呼ぶ。しかし，変動係数はサンプルの散らばりを測る指標なので，特にその最
大値と最小値の変動から大きな影響を受けている O 必ずしも後進地域の相対水準が
改善されることを示したとは限らない。つまり，理論的には σ収散とともに後進
地域が一層相対的に貧困化してしまうケースもありえるため，細心の注意が必要で
ある O
今回の分析においては，次の結果が得られた。石油込み GRDPにおける変動係
数は年次的に減少傾向をたどっているが，これは石油価格の下落を反映したもので
あろう O より明確に生活実態を反映しうる石油抜き GRDPにおいては， 1983年か
ら一貫して横ばい傾向を示すにとどまっている O したがって，インドネシアにおい
てはこの期間において σ収散が生じているとはいえない。
新古典派の経済成長理論に従うと，後進地域はより高い経済成長率で先進地域を
キャッチアップする O さらにこの議論は， Barro等によって条件付き収般論に発展
していった。つまり，各国経済は同ーの水準にではなく各国の定常状態へと収散す
るのである O こうした収束性のことは p収散とよばれている os収数は，初期状態
の1人当たり所得が低い国ほどその後の経済成長率は高いという仮定をおいている
ので，この点を調べるために次のような単純な回帰式を作成した。
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表3-1 s収数推計結果
変数 係数(石油込み) 係数(石油抜き)
αlGDP83 I -.0139261 (-4.91075) 0.001397 (-.253964) 
(Constant) .219582 ( 5.98370) .062006 ( .886449) 
adj. R2 0.470635 0.037324 
gw=C+α*lGDP83 
ここでは.gwは1983年から1992年までの年平均実質経済成長率.Cは定数項，
lGDP83は1983年における 1人あたり実質 GRDPの対数値である O もし，s収散
が満たされているならば， αの符号はマイナスを示すはずである O この回帰式にデ
ータを当てはめて αの値を推計した結果が表3-1である O
石油関連所得を含む GRDPについては統計的に有意な負の相聞がみられ，収束
現象と整合的であると思われる O しかし，石油関連所得を含まないケースでは回帰
係数はほぼゼロに等しくかっ有意ではない結果が得られるO したがって後者を重視
した場合，インドネシアにおいては， Barro等が想定する収束現象は生じていない
といえよう O
( 4 )クラスタ分析による地域格差分析の可能性
本節で、は地域分析へのアプローチとして，次の理由により，クラスタ分析を採用
することとする O 分析に先立つて，クラスタ分析を次のように定義する O クラスタ
とは「類似した対象の集合」であり，クラスタ分析とは「類似した対象をグループ
に分けること」である。この類似性の判断を，標準的な類似性の構造によって正確
に表そうとするものである O こうしたクラスタ分析を利用した地域格差分析には，
相異なる 2つのアプローチ，すなわち因果論的分析と帰納論的分析とがあるO それ
ぞれ子(1998) と溝口・鈴木 (2000) による中国の分析であって，前者は34種の経
済指標を用いて中国の省をグループ分けした後，グループ別の経済成長率を算出し，
グループ分けの要因と成長率の関係を因果論的に分析している。他方，後者は複数
年次に関する経済成長率を地域別にまとめ，時間的変動パターンの類似性から地域
をグループ分けするという帰納論的接近を採っている O
インドネシアについては本格的な因果論的接近が必要と考えているが，両接近法
ともにそれぞれのメリット・デメリットをもっている。本稿においては帰納論的接
近から分析を行うことにする O なぜならば，経済成長率の側面からのクラスタ分析
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により，経済的に説明しうるグループの特定ならびに特徴を探ることができ，その
結果は国果論的接近にとっても有益だからである O
クラスタ分析を行うには.SPSSのパッケージプログラムが有用であるが，その
ためにはいくつかのオプションを選択する必要がある O 今回の分析では，統計専門
家の意見に基づいて，以下の方法を選択した。
①地域別の成長率は，標準化を行わず，変数として利用する O
②グループ聞の距離の定義として Ward法を選択する O
( 5 )インドネシアへの適用結果
前節で示した分析方法により，表5-1に示される石油関連所得を含むクラスタ
と石油関連所得を含まないクラスタの 2種類が形成された。これらのクラスタは地
理的区分とはまったく異っていることは明白である O また，両分析の結果を比較す
ることによって，属するグループが異なるナト凶いくつか出現しているものの，概ね
共通した構成をしている。以下では，ここで得られた区分結果を基にクラスタ毎の
特徴を検出し，インドネシア経済の地域格差構造を明らかにする O
各クラスタの特徴を見出すため，各クラスタの構成と1990年の生産別 GRDPの
構成比とを検討してみよう。最初に注目されるのは，石油生産地である(ここでは
石油関連の構成比が20%を超す地域) (計5州)0 次に製造業のシェアが.20%を超
す地域を選ぶ(計4州)0 さらに残りの地帯を農業の比重が高い地域(第 1次産業
の構成比が30%以上の地域)とその他(計4州)に分割するO 次に農業を主体とす
る地域の中から卸売・小売業の比重が相対的に高い地域(卸売・小売業の構成比が
20%以上の地域)に着目し，農業を主体とする地域を 2分割する(農業中心・計10
州，農業+卸売・小売業・計4州)0 この地域区分をクラスタ分析による n分割表
と重ね合わせてみた。この結果は表5-1に示されている通りであり，ここからは
以下の帰結を得ることができる O
I 石油を含む GRDPのクラスタの場合
①原油採掘地域
②農業主体地域
③農業を主とするが，却売・小売業のシェアが高い地域
④その他
E 石油を含まない GRDPのクラスタの場合
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
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表5-1 クラスタ分析結果及び産業構成比の適用
石油込み
石油抜き 石油抜き
生産別 GDRP
1+1 名 クラスタ
クラスタ クラスタ
による特性区分
(4) (5) 
アチェ I 石油
北スマトラ 2 2 2 農業
西スマトラ 3 3 3 農業+商業
リアウ 1 3 3 石油
ジャンピ 2 2 2 農業
南スマトラ 1 1 石油
Jミンク Yレ 2 2 2 農業
ランフン 2 1 農業
ジャカルタ特別州 3 3 4 製造業
西ジャワ 2 3 3 製造業
中央ジャワ 2 2 2 製造業
ジョグジャカルタ特5]1j1'1 4 3 4 商業
束ジャワ 2 2 2 製造業
ノTリ 3 3 3 農業+商業
西ヌサトゥンガラ 2 2 2 農業
東ヌサトゥンガラ 2 2 2 農業
東テイモール 3 3 3 行政・防衛
西カリマンタン 3 3 3 商業
中央カリマンタン 4 4 5 農業+商業
南カリマンタン 3 3 3 商業
東カリマンタン 2 3 3 石油
~tスラウェシ 2 2 2 農業
中央スラウェシ 2 2 2 農業
南スラウェシ 2 l 1 農業
東南スラウェシ l l I 農業
マルク 2 2 2 農業+商業
イリアンジャヤ 4 4 5 石油
①~④のクラスタの特徴は，いくつかの州が変動するものの，概ね石油を
含むクラスタの場合と合致する。しかし，これを 5クラスタにグループ分
けをすると，以下のような変化をもたらす。
①原油採掘地域
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②農業主体地域
③農業を主とするが，卸売・小売業のシェアが高い地域
④都市地域
⑤その他
すなわち 4クラスタにおいて③に含まれていたジャカルタ及びジョグジ
ャカルタの 2地域が新たなクラスタを形成し，都市地域として区分される
こととなる。
なお， 1 . Iにおいても東ティモールが先進的地域である③に属することになるが，
政治/行政/防衛のシェアが高いことが顕著であり，中央政府の意向の強い経済体
系をしていると考えられるのではないだ、ろうか。
次に，各クラスタの特徴をより明確にするために，クラスタ別の 1人あたり
GRDP平均値と 1人あたり成長率から分析を行う O 今回は石油関連所得を除いた 5
分割のクラスタを基に作成した表5-2から分析を行う。表5-2からわかるよう
に，都市地域である④が他の地域を圧倒して，非常に高い 1人あたり GRDP水準
を保っていることがわかる。またクラスタごとの成長率を示している図 5-1にお
いては，⑤が激しい変動を示していることを除き，他の 4クラスタにおいてはほぼ
同一の変動ノtターンを示している O しかし④においては，①~③と比べ高い水準で
変移していることがわかる。このことは，第 2節でも述べた後進地域はより高い経
済成長率で先進地域をキャッチアップするという議論に反した動きである。このこ
とから，成長率を変数として用いた今回のクラスタ分析からも，インドネシアにお
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図5-1 クラスタ別l人あたり GRDP平均成長率(石油抜き)
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(石油抜き:5クラスタ)
タフスタ(1) 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 
人1 20，123 20，615 21.118 21広治 22.159 22，132 2:l，219 23，839 24.47:l 25，003 25，516 26，0:17 26，667 27，22:l 
GRDP 6，841.613 7，735，386 8，706奴)ι 10，011.213 11.658，242 13，902.125 15，889，858 17，378，399 19，963，565 23.127，868 27，893，202 :12，889，591 39，911，993 46，013，151 
l人あたり GIW!' 339，991 375，235 412，97 462，780 5:;泊。113 628，143 6S:l，166 728，980 815.731 925，007 1，093，162 1.263，1ι4 1.496，777 1.690，213 
農業シ工ア 38凱J% 39，54% 38，7可% 40，11% :l8，60% 37，62% 36，20% 35.73% 
製近業シェア(イi由除) 10，55% 10，61% 11.03% 10，99% 11.98% 12，63% 13.14% 13，01% 
イ1由シェア 31.:35% 35.20% 32.31% 31.67% お 28% 27.20% 29.50% 29.11% 
各クラス別詳細データ表5-2
クラスタ';2.
人IJ
GRDP 
I人あたり (;RDP
農業ンエア
製造業シェア(イ1油除)
イi由シェア
クラスタ(3) 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 
人1 44.753 15，910 47，09品 48，311 19，556 日)，691 52，118 53.452 54.746 55，913 57，131 58，359 59，597 “)，841 
GRDP 14，431.243 17，903，261 以)，698，477 23，817，856 28.422，679 34.42よ.441 10，088，57:1 46，844.761 55.200，359 62，837，:1l7 86，979，358 104，28レ1，439 122，引)4，552 142，08l.331 
I人あたり GRUl' 322，461 389，9“) 439.495 493，6:l3 573，552 679，0以) 769，196 876，381 1.008，:105 1.123，835 1，522，464 1.786，956 2，055，55:l 2，3:l5，163 
農業シェア 28.94% 27.68% 27.07% 27ω% 26.99% 27.59% 26.64号も 25.76% 
製造業ンヱア (ui由除) 14.08% 15.51% 15.99% 16.19% 17.72% 17.93% 18.52% 19.25% 
ui由シェア 11.47% 42.27% :18.15% :n.91% 33.35% お 91% 29.:11% 30.22% 
クラスタ(多J 1983 1981 1985 1986 1987 1988 1989 19引) 1991 1992 1993 1994 1995 1996 
人IJ 9，735 9，919 10，107 10，298 10，193 10，691 1O，89:l 11，098 11，288 11.142 11.628 11.802 11.987 12，167 
GRDP 9，111.252 11.105，670 12，276，313 13，812，309 16，087，145 18，2白3，011 21.435，418 24.730，771 28，5日;，012 33.454，055 55，164，487 臼 667，623 75，606，855 88.469，966 
l人あたり GRDP 935，925 1，l19，6J:l 1.2H6可自 1，344，183 l，S:l3，192 1.710.159 1.967，867 2，228，337 2，529，782 2，923，815 4.744.232 5，394，791 6，307，220 7，271，514 
農業シェア 3.95% 3.54% 3.15% 3.68% :l.57% 172% :l.43% 'U8% 
製造業シヱア (1柑l除) 21.20% 19.70% 22.52% 23.51% 21.10% 24.87% 25.32% 25.07% 
れi由シェア 0.00% 。似)% 0.00% 0.0似合 0.00% 。α)% 。00% 0，00% 
クラスタ(~) 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 199:l 1994 1995 1996 
人u 2，338 2，421 2，512 2，604 2，698 2，797 2，898 3，002 3.105 3，207 3，:116 3，426 3，538 3，650 
GRllP 968，823 1.086，883 1，239，042 1.486，589 1，735，654 2，041，587 2，523，561 :I.294，425 4，078，411 1，783，066 7，574，506 8，728，912 1，199，606 13，265，654 
l人あたり GRDP 414，373 448，460 493，230 570，96:l 613.225 730，037 870，907 1.097，266 1，:1I3，396 1，191.585 2，284，161 2，517，583 3.165，832 3，631，227 
農業シヱア 35.65% 35.12% 32.87% 32.71% 35.29% 34.63% :l2.02% 31.21% 
製造業ンエア({i油除) 5.47% 6口7% 6.15% 8.25% 7.5仰4 7.78% 6，94% 6.47% 
uj由シェア 27.24% 24.48% 21.07% 18.:17% 11.19% 1:3.:38% lO.58% 13.16% 
00 w UK典)Badan Pusat Statistik，“STATISTIK INDONESIA"および“PENDAPATANREGIONAL PROPINSI-PROPINSI DIINDONESIA MENURUT LAPANGAN USAHA" 
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いて地域間格差は必ずしも縮小へ向かっていないことが明らかになった。この原因
がどこにあるかについては今後の因果論的分析によって明らかにする必要がある O
( 6 )結論にかえて
本稿における検証からは，次の結論を得ることができる O
(ア)インドネシアでは σ収数 's収散ともに発生しているとはいえず，した
がって，地域間格差は縮小へ向かっているとはいえない。
(イ)成長率によるクラスタ化と，細目化された資料である生産別 GRDPとの
結合により，各クラスタの特徴が明確になった。
(ウ)クラスタごとの 1人あたり GRDP平均値・成長率の比較によっても，地
域間格差縮小への方向性が現れてはいない。
上記の結論は筆者が計画している一連の研究において得られた最初の結論であ
り，今後さらに拡充された枠組みのもとで再検討されるべきものと考える。したが
って次の論点を筆者にとっての今後の課題としたい。
① 支出構成比との結合をすることにより，さらに明確な特徴付けをしたい。
② 今回の分析では， 1980年代・ 1990年代が対象であるが，対象時期をさらに
1970年代にまで拡大したい。またそれぞれの年代ごとに分析を行うことと
したい。
③ 今回は成長率を変数として用いたクラスタ化を試みたが，もう 1つのアプ
ローチ方法である，各種の経済データを変数として用いる分析を行ない，
今回の結果との比較を行いたい。
注
(1) 本稿で用いている統計資料は，すべて BadanPusat Statistikから発行されている
“STATISTIK INDONESIA" (インドネシア統計年鑑)，“PENDAPATAN REGIONAL 
PROPINSI-PROPINSI DI INDONESIA MENURUT LAPANGAN USAHA" (州別国民
所得統計・生産勘定版)ならびに“PRODUKDOMESTIK REGIONAL PROPINSI DI 
INDONESIA MUNURUT LAPANGAN USAHA" (州別国民総生産統計・生産勘定版)
をもとに，筆者が作成したものである O
(2) この方法の分析としては，仁平(1996)，海外経済協力基金開発援助研究所編纂(1998)
が挙げられる。
(3) Barro & Sala-i-Martin (1995)。
(4) この理由として鈴木(1999)では「経済発展により経済体質が変わったということのよ
うであるが無理がたたったらしく在庫変動が GDPの6.6%にも達するという異常な事態を
招いた。」と論じている。
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(5) 変動係数=標準偏差/平均
(6) この分析には TSPを利用した。
(7) 今回の作業で使用された SPSSは広島経済大学情報センターのものを利用した。
(8) クラスター分析では，変数間の値の相違を調整するために標準化を行うのが普通である O
しかし，本稿の場合は GRDPの変化を成長率の形で表現しているため，実質的な標準化
を行っていると考える。
(9'， ここでは鉱業シェア中の石油・天然ガス産出部門と，製造業シェア中の石油精製部門と
液化天然ガス精製部門を合わせたものを石油関連所得と位置付ける。
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